
-2-

目　　　　次

第 １部　わが国の保険と年金�
第 １編　医療保険制度と年金制度の背景と展望
第１章　総論
1. 社会保障の範囲と全体像� 4
2. 社会保障の規模：

社会保障給付費� 4
3. 社会支出と国民負担率� 5
4. 国の予算と社会保障� 5
5. 社会保障と税の一体改革� 6
第 2章　医療制度
1. 保健医療の動向

1〕  平均寿命の推移� 8
2〕  疾病構造の変化� 9
3〕  保健対策の動向� 11
4〕  医療供給体制の動向� 14

2. 国民医療費の動向
1〕  国民医療費の推移� 18

2〕  医療費増加の要因� 18
3〕  老人医療費の動向� 19
4〕  医療費の国際比較� 19

3. 医療保険制度の展望
1〕  医療制度における医療
　　保険制度の位置づけ� 20
2〕  平成18年度医療構造改革について� 21
3〕  政府・与党社会保障改革検討本部
　　における医療・介護等の改革の考え方�22
4〕  医療提供体制と医療保険
　　制度の今後の展望� 24
コラム　医療提供体制� 28

第 3章　年金制度
1. 年金制度を取り巻く社会

経済状況の変化

1〕  人口の高齢化� 29
2〕  就業構造の変化� 30
3〕  物価と賃金の上昇� 30
4〕  老後生活における年金の
　　役割の増大� 30

2. 平成21年財政検証結果
と年金財政の展望� 31

3. 人口・経済が変動した
場合の年金財政への影響� 33

4. 被用者年金制度の一元化� 34
5. パート労働者への厚生

年金の適用� 34
6. 年金制度改革の検討� 35

コラム　
　　年金の支給開始年齢� 36

第 ２編　保険と年金の現状�
第 １章　概説
1. 社会保険の種類� 37

1〕  医療保険� 38
2〕  年金保険� 38
3〕  雇用保険� 38
4〕  労働者災害補償保険� 39
5〕  介護保険� 39

2. 社会保険の管理運営機関等
1〕  中央行政機構� 39
2〕  地方行政機構� 40
3〕  その他の機関� 40
4〕  年金委員等� 41
5〕  年金記録問題に対応する各委員会� 41

3. 社会保険における権利救済� 42
第 ２章　医療保険制度
1. 健康保険

1〕  制度の概要� 46
2〕  協会けんぽ（全国健康保険協会
　　管掌健康保険）事業の概要� 54
3〕  組合管掌健康保険事業の概要� 59

2. 船員保険
1〕  制度の概要� 65
2〕  事業の概要� 70

3. 国民健康保険
1〕  制度の概要� 70
2〕  退職者医療制度の概要� 76
3〕  事業の概要� 77

4. 共済組合
1〕  制度の概要� 80
2〕  事業の概要� 84

5. 社会保険における医療� 87
第 ３章　高齢者医療
1. 後期高齢者医療制度の概況� 96
2. 診療報酬� 97
3. 高齢者医療費の動向� 98

4. 保健事業
1〕  老人保健事業の経緯� 99
2〕  生活習慣病対策� 101

5. 老人保健制度の変遷� 101
6. 高齢者医療制度の今後の動向� 105
第 ４章　介護保険制度
1. 介護保険制度の趣旨� 106
2. 介護保険制度の概要

1〕  保険者� 106
2〕  被保険者� 107
3〕  給付の手続きと内容� 107
4〕  地域支援事業� 112
5〕  地域包括支援センター� 113
6〕  介護報酬� 113
7〕  費用負担の仕組み� 120
8〕  平成23年度における市
　　町村の介護保険財政� 121

3. 介護保険制度創設からの推移
1〕  介護保険の対象者と受給者� 121
2〕  介護保険財政� 122
3〕  介護サービス事業者の状況� 122

4. 平成17年の介護保険制度の見直し
1〕  見直しの経緯� 122
2〕  見直しの考え方� 123
3〕  予防重視型システムへの転換� 123
4〕  施設給付の見直し� 123
5〕  新たなサービス体系の確立� 124
6〕  サービスの質の確保･向上� 124
7〕  負担のあり方･制度運営の見直し� 124

5. 平成20年の介護保険制度の見直し� 125
6. 平成23年の介護保険制度の見直し� 127
7. 介護人材確保の問題� 128
第 ５章　年金制度
1. 国民年金

1〕  制度の概要� 129

2〕  事業の概要� 132
2. 厚生年金保険

1〕  制度の概要� 135
2〕  事業の概要� 138

3. 共済組合
1〕  制度の概要� 140
2〕  事業の概要� 142

4. 企業年金及び国民年金基金
1〕  厚生年金基金等企業年金� 147
2〕  国民年金基金� 150

5. その他の年金制度
1〕  戦傷病者戦没者遺族等
　　援護法による年金� 152
2〕  地方議会議員共済会� 152
3〕  石炭鉱業年金基金� 153
4〕  農業者年金基金� 154
5〕  特別障害給付金� 154

6. 年金積立金の管理運用
1〕  年金積立金の運用の仕組み� 155
2〕  年金積立金の運用の状況� 157
3〕  年金資金運用基金からの
　　承継事業� 157

7. 年金記録の適正化
1〕  年金制度に対する信頼の確保� 158
2〕  ねんきん特別便などによる解明作業� 159
3〕  日本年金機構による年金記録問題
　　への対応の実施計画（工程表）� 159

8. 国際社会保障協定の締結
1〕  社会保障協定の締結状況� 159
2〕  包括実施特例法の制定� 160

第 ６章　労働保険
1. 労働経済の概況� 161
2. 雇用保険

1〕  制度の概要� 165
2〕  事業の概要� 172



-3-

3. 労働者災害補償保険
1〕  制度の概要� 174
2〕  事業の概要� 179

第 ７章　その他の関係制度
1. 公害健康被害補償予防制度

1〕  制度の概要� 181
2〕  補償給付の内容� 182
3〕  公害保健福祉事業� 183
4〕  組織� 184
5〕  他制度との調整� 184

6〕  民事上の責任との関係� 184
7〕  費用� 184
8〕  不服の申し立て� 186
9〕  健康被害予防事業� 186

2. 児童手当と子ども手当
1〕  児童手当制度の歩み� 186
2〕  児童手当制度の内容� 187
3〕  子ども手当� 188

3. 医薬品副作用被害と生物由来製
品感染等被害の救済制度

1〕  医薬品副作用被害救済
　　制度� 189
2〕  生物由来製品感染等
　　被害救済制度� 190

4. 学校の管理下の
災害共済給付制度� 191

保険制度一覧� 193

第 ３編　社会保険制度のあゆみ�
第 １章　社会保険の成立と展開� 203
第 ２章　医療保険制度

1〕  戦後の再建� 205
2〕  国民皆保険以後� 205
3〕  昭和48年度改正� 207
4〕  昭和49年度改正� 207
5〕  昭和52年度改正� 207
6〕  昭和55年度改正� 207
7〕  老人保健法の制定� 207
8〕  昭和59年度改正� 208
9〕  老人保健法の改正（昭和61年）� 209

10〕  国民健康保険法の改正
　　（昭和63年，平成 ２年）� 209

11〕  老人保健法の改正
　　（平成 ３年）� 209

12〕  平成 ４年度改正� 210
13〕  国民健康保険法の改正
　　（平成 ５年）� 210

14〕  平成 ６年度改正� 210
15〕  国民健康保険法等の改正
　　（平成 ７年）� 212

16〕  平成 ９年度改正� 212
17〕  国民健康保険法等の改正
　　（平成10年）� 213
18〕  高齢者の薬剤一部負担に係る臨
　　時特例措置（平成11年）� 214
19〕  平成12年度改正� 214
20〕  平成14年度改正� 215
21〕  平成15年度・17年度� 216
22〕  平成18年度改正� 216
23〕  最近の動向� 223

第 ３章　年金制度
1〕  戦後の混乱と再建� 224
2〕  国民皆年金以後� 226
3〕  昭和48年度から50年度に
　　至る改正� 228
4〕  昭和51年度改正� 229
5〕  昭和52年度改正� 231
6〕  昭和53年度改正� 231
7〕  昭和54年度改正� 232
8〕  昭和55年度改正� 232
9〕  昭和56年度改正� 233

10〕  昭和57年度改正� 234
11〕  昭和59年度改正� 234
12〕  昭和60年度改正� 234
13〕  昭和61年度改正� 241
14〕  昭和62年度改正� 242
15〕  昭和63年度改正� 242
16〕  平成元年度改正� 242
17〕  平成 ６年度改正� 245
18〕  基礎年金番号の実施� 248
19〕  平成11年度改正� 249
20〕  確定給付企業年金法と確定
　　拠出年金法の成立� 251

21〕  平成16年度改正� 252
22〕  基礎年金国庫負担の引き上げ� 255
23〕  国際社会保障協定の締結と
　　包括実施特例法の制定� 255

24〕  社会保険庁改革関連法� 256
25〕  最近の動向� 257
（参考）最近の年金制度改革に関連
 　　　した具体的対応策とその施
 　　　行スケジュール� 258

第 ２部　諸外国の保険と年金�
第１章	 国際交流
1. OECD� 259
2. ILO� 260
3. ISSA� 261
第 2章　医療保険制度
1. イギリス

1〕  現行制度の概要� 263
2〕  最近の動向� 265

2. ドイツ
1〕  現行制度の概要� 266
2〕  最近の状況と新たな課題� 271

3. フランス

1〕  現行制度の概要� 275
2〕  最近の動向� 277

4. スウェーデン
1〕  現行制度の概要� 278
2〕  最近の動向� 281

5. アメリカ
1〕  現行制度の概要� 283
2〕  最近の動向� 289

第 3章　年金制度
1. イギリス

1〕  現行制度の概要� 291
2〕  最近の動向� 293

2. ドイツ
1〕  現行制度の概要� 294

3. フランス
1〕  現行制度の概要� 299
2〕  最近の動向� 302

4. スウェーデン
1〕  現行制度の概要� 302
2〕  最近の動向� 305

5. アメリカ
1〕  現行制度の概要� 307
2〕  最近の動向� 311

統計表目次� 322
付録　現行保険・年金等関係法令� 376
　　　平成22年度の厚生労働行政関係の主な動き� 377
　　　厚生労働省が実施している社会保険関連
　　　の統計調査� 378
　　　主な用語の解説� 379
　　　厚生労働省の組織� 388
　　　索引� 389▲

正誤表について
　　本誌の正誤表を当協会ホームページ（http://www.hws-kyokai.or.jp/）の『正誤情報』に掲載しております。

▶本誌の数表の記号
－ �その事象が出現する可能性をもっているが，

統計上出現しなかった場合
・ �その事象が出現することは，本質的にありえ

ない場合
… �上記以外の統計数がない場合や統計数を表章

することが不適当な場合
0.0 表章すべき最下位のけたが １に達しない場合
△ 減少を表す場合


